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はじめに 
 
（１）目的・背景 

近年の我が国における地方の状況を見ると、人口減少、超高齢化の進行に歯止めがかか

らず、依然として厳しい状況にある。また、平成の大合併等を契機として、地域住民が主

体となった地域コミュニティ再生の必要性も求められている。 
国土審議会政策部会長期展望委員会が平成 23 年 2 月 21 日にとりまとめた「「国土の長期

展望」中間とりまとめ」では、「人口が疎になる中、国土の大部分で地域の扶助力が低下」

「地域の人口減少により、医療など生活関連サービスの確保が困難な地域も」「人口規模・

密度が低下すると行政コストが増加」等の指摘がなされている。 
一方、地域コミュニティの構成者である住民自らが、マネジメント・コーディネート・

ネットワーク等の能力を学び身につけ活用するという一連の人材育成・成長の過程を通じ

て、地域づくり、地域活性化という取組が各地で行われている。 
このような背景の下、これまで国土交通省では、地域コミュニティ再生を担い、地域づ

くりの核と成る人材育成を図ることを目的として「地域再生を担う人づくり支援調査事業」

を実施してきた。 
事業実施地域においては、地域振興に取り組む地域のリーダー等を中心メンバーに据え、

住民、企業、行政等からなる協議会が設置され、地域住民並びに NPO を始めとする地域団

体等のマネジメント・スキルの向上、各モデル地域が抱える各種課題に対応できる人材育

成を目的とした視察研修、講習会、研修会等を企画・実施したことにより、新たな地域づ

くり・地域再生の取組が芽生えたことなどが報告されている。 
本調査においては平成 20 年度、21 年度において「地域再生を担う人づくり支援調査事業」

を実施した市町村を対象に、当時の事業実施体制、本事業実施時に想定された課題、課題

解決に有用だと考えられる取組内容等について、フォローアップを行ったものである。 
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（２）事業実施地域紹介 
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（３）調査の視点 

本フォローアップ調査においては、「地域が自走して、地域再生・地域振興を行うために

必要な人材、知見・ノウハウ、情報等は何であるのか。また、どのような手段によって、

それらは得られるのか」ということを常に意識しながら検討を行い、地域振興・地域再生

に必要と考えられる緒元について整理を行うこととする。 
 

●必要・活用する人材は？ 

¾ 「地域再生を担う人」とはどのような人であるのかという点については地域に

よって様々である。そのため「昔から該当地域に居住している者」、「該当地域

に居住はしていないがゆかりのある者」、「UJI ターン者」等のどのような人が必

要で、どのような有識者・専門家等から刺激（知見・ノウハウ・情報を得る）

を受けたのかという点に着目する。 
 
●必要な力（情報等）とは？ 

¾ 地域によっては「コーディネーターが欲しい」「プロデューサーが欲しい」等、

漠然とした人づくりの目的を掲げるケースもあるが、人材が有するスキルと地

域が期待する役割・資質とのマッチングが重要であるということに留意し「人」

ではなく、知見・ノウハウ・情報等、必要とする力（例、資金調達力、商品開

発力等）に着目する。 

 
●必要な力を得るための手法とは？ 

¾ 「どのような力」を必要とするかで、それらを入手するための手法（例、シン

ポジウムの実施、研修会の実施）は複数の組み合わせが考えられるが、どのよ

うな手法が有用なのかについて着目して整理を行う。 
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（４）調査フロー 

本事業は以下のフローに基づき実施した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フォローアップ調査（把握項目） 

・地域リーダーの現状と課題把握 
・地域横断的分析 
・取組に対する評価 
・地域が必要とする情報の種類とその把握方法 
・リーダーの育成、養成のためのポイント・・等 

（１）アンケート調査 

アンケート調査は、全対象地域を横断的に分析する
際の基礎資料とする。 

（２）ヒアリング調査 

アンケート調査を元にヒアリング調査を実施する。 

（
４
）
有
識
者
ア
ド
バ
イ
ス
（
随
時
） 

（３）情報交換会 

調査対象地域の担当の方にお集まり頂き、 
現在直面している課題等に対する議論を行う。 

報告書取りまとめ 


